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研究成果の概要（和文）：　本研究では、日本の中小企業優遇税制のうち、特に重要である(a)法人事業税にお
ける外形標準課税の対象外、および(b)投資促進税制について、企業ダイナミクスに対する影響を定性的、定量
的に把握した。
　(a)については、資本金が一定以下の企業が対象外となる外形標準課税について、本税制が減資を促し、さら
に企業の成長に負の影響を及ぼしうることを明らかにした。また、(b)については、中小企業向け投資優遇制度
は、制度利用企業割合が低いために平均的な投資誘因効果は有意ではないものの、実際の制度利用企業に対して
は有意に正の投資誘因効果がみられることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study qualitatively and quantitatively assesses the impact on firm 
dynamics of two of Japan's preferential tax systems for small and medium-sized enterprises (SMEs), 
particularly the important (a) exemption from pro forma standard taxation of the corporate 
enterprise tax and (b) investment promotion tax for SMEs.
　Regarding (a), we found that the exemption from pro forma standard tax for companies with capital 
below a certain level encourages capital reduction, which in turn has a negative impact on corporate
 growth. Regarding (b), we found that the average investment inducement effect of the preferential 
investment taxation system for SMEs is not significant due to the low percentage of firms using the 
system, but it is significantly positive for the firms that actually use the system.

研究分野：金融論、マクロ経済学

キーワード： 中小企業税制　企業ダイナミクス

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　中小企業に対してはさまざまな優遇税制措置が講じられているが、その効果や副作用についてはこれまで十分
に明らかにされていなかった。本研究は、日本の中小企業に関する企業レベルのデータを用い、中小企業向け税
制として特に重要な外形標準課税と投資促進税制の効果と副作用を実証的、定量的に明らかにしたものである。
　いずれの研究も、税制と資金制約の相互作用等の新たな視点から分析を行ったという学術的意義のみならず、
これまで不足していた中小企業税制に関するEBMPM（エビデンスに基づく政策立案）に資するという点で、政策
的・社会的にも意義が大きいものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
日本をはじめ多くの国の税制では、中小企業に対し、税の軽減、免除（対象外）、支払猶予等
の優遇措置を与えている。これには、中小企業が直面する外部資金制約を緩和する等の役割があ
る一方、中小企業が大企業に成長するインセンティブを阻害し、資源配分が非効率化するという
コストも存在しうる。 
こうした中小企業税制の効果と副作用については一部先行研究が存在するが、先行研究では
いまだ十分明らかになっていない重要な論点が存在していた。第一に、税制については、一部の
国を除き、日本をはじめ多くの国では、税務当局が保持する実際の優遇税制の利用状況などのデ
ータの入手は困難であるため、付加価値税や消費税など、一定以下の規模の企業にはほぼ自動的
に適用される税制に分析が限られており、中小企業の申請によって優遇措置が受けられる設備
投資税制や事業承継税制などの分析はほとんど行われていなかった。第二に、実証分析では主に
企業規模分布の分析手法（bunching estimator と呼ばれる）を用い、税率と企業行動に関する弾
力性の推計等が行われているが、どのような企業が閾値を超えて成長するのか、逆に閾値にまで
縮小した企業のその後のパフォーマンスはどう変化するのか、といった動学的分析はほとんど
行われていなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、中小企業税制が企業行動とマクロ経済に及ぼす影響に関する理論・実証研究を行
うことを目的とする。これまで日本では、優遇税制等の利用に関するデータは利用できなかった
ため、企業行動に関する分析には限界があったが、本研究では、民間信用調査機関および政府担
当部局（中小企業庁）との密接な協力関係のもと、大規模な企業レベルのデータと優遇税制利用
に関するアンケート調査を組み合わせたデータベースを初めて構築し、これを基に分析を行う
こととする。中小企業政策の見直しが進められるなか、本研究は、中小企業税制の改正に関する
EBPM（エビデンスに基づく政策立案）に資することが期待される。 
 
３．研究の方法 
本研究では、日本の中小企業優遇税制のうち、特に重要である(a)法人事業税における外形標
準課税の対象外、および(b)投資促進税制について、企業ダイナミクスに対する影響を定性的、
定量的に把握するため、以下の研究方法を採用した。 
まず、実証分析の基となる仮説を提示するため、理論的な分析を行った。特に、外形標準課税
については、資本金の多寡によって課税対象か否かが決まる一方、資本金の多寡が外部資金調達
の容易さを決定するという複雑なメカニズムが働くため、理論モデルによって検証すべき仮説
を提示した。 
次に、実証分析の対象として、信用調査機関である（株）東京商工リサーチ（TSR）が提供す
るデータに基づき、企業レベルのパネルデータセットを構築した。また、投資促進税制について
は、その利用実態について、中小企業庁のアンケート調査の個票を TSR データに結合して用い
た。 
さらに、構築したパネルデータセットを用い、主に差の差分析（Difference-in-differences）に
よって、税制の因果効果を把握した。具体的には、外形標準課税については、税制導入前後にお



いて租税回避のための減資確率の変化を推計し、これに基づき、減資した企業とそれ以外の企業
との企業行動の変化をDID分析により比較した。投資促進税制については、制度対象企業と非
対象企業、および、制度利用企業と非利用企業との間で企業行動のDID 分析を行った。 
 
 
４．研究成果 
 (a) 「法人事業税における外形標準課税の対象外」については、資本金が一定以下の企業が対
象外となる外形標準課税について、本税制の導入が減資を促し（図 1）、さらに企業の成長と資
金調達に負の影響を及ぼしたことを明らかにした。この研究成果は、Hosono et al. (2023a)とし
て、国際的査読誌に刊行した。 

 

図 1. 減資する確率の推定値の推移 
（出所）Hosono et al. (2023a), Figure 2. 
 
 (b) 投資促進税制については、中小企業向け投資優遇制度は、制度利用企業割合が低いために
平均的な投資誘因効果は有意ではないものの、実際の制度利用企業に対しては有意に正の投資
誘因効果がみられること（図２）を明らかにした。この研究成果は、Hosono et al. (2023b)とし
て、国際的査読誌に刊行した。 

 

 
図２．中小企業投資促進税制を 20114 年に利用した企業の投資比率の推定値の推移 
（出所）Hosono et al., (2023b), Figure 3A. 
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